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高齢者福祉計画・介護保険計画について 

 

厚生労働省老健局 基本指針について 社会保障審議会介護保険部会（第 134 回） 

第 10 期介護保険事業（支援）計画の基本指針に盛り込むことが考えられる主な事項

のイメージ 

○介護サービス基盤の計画的な整備 

① 介護保険事業（支援）計画の策定 

・中長期的な地域の人口動態や介護ニーズの見込み等を適切に捉えて、都道府県と

市町村が 2040 年度を見据えた中長期的な推計を実施し、共通の課題認識を持っ

た上で、地域の関係者を含めてサービス提供体制の在り方を検討。 

・計画策定における都道府県の関与や医療・介護連携の強化等のため、計画の策定過

程における議論のプロセスを整理。 

・計画策定に当たって都道府県・市町村や関係者が確認すべき指標や状況の提示等

により、地域の現状把握・分析や計画 

策定を支援。 

② 地域の実情に応じたサービス提供体制の構築 

・地域の類型（中山間・人口減少地域、大都市部、一般市等）を念頭に置いた計画策定。

中山間・人口減少地域においては、関係者の意見を聞きながら、必要な対応（人材確

保や生産性向上等の施策、特例介護サービス（特例介護サービスは、全国一律の基

準では対応が難しい中山間地域や人口減少地域などで、自治体の関与のもとに例外

的に介護サービスを提供できる枠組み。これは単なる基準緩和ではなく、地域での人

材確保や ICT 活用などの施策を講じてもなおサービス維持が困難な場合に適用）の

新たな類型の活用等）について議論。 

・医療との連携状況や有料老人ホーム等の高齢者向け住まいの入居の状況等を踏ま

えたサービス提供体制の構築。 

○地域包括ケアシステムの深化 

① 総合事業の多様なサービス・活動の充実に向け、多様な主体とのつながりづくり

等の更なる支援や質の向上を図るための分析・評価等を推進。 

② 頼れる身寄りがいない高齢者等の生活ニーズを地域課題として解決するため、

関係者を含めて地域全体で対応を協議し、切れ目のない支援が提供される地域づ

くりを推進。 

③ 認知症基本法及び認知症施策推進基本計画を踏まえた取組の推進。 

○介護人材確保と職場環境改善に向けた生産性向上、経営改善支援等 

① 都道府県が主体となって介護人材確保に関するプラットフォームを構築し、地

域の関係者が協働して課題解決に向けた実践的な取組を推進。 

② テクノロジーの更なる活用等による生産性向上や、協働化・大規模化の推進等に

よる経営基盤の強化等を推進。 
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○認知症基本法の今日までの歩みと認知症施策推進基本計画について 

２０２４年１月に認知症基本法（正式名称：共生社会の実現を推進するための認知症基本

法）が施行され、様々な自治体や企業において認知症に関する取組が盛んになり、認知症

に関連する新たなサービスも誕生しています。 

１．認知症基本法の特徴 

認知症のご本人が尊厳を保ちながら生活できる社会、いわゆる「共生社会」の実現を目

指すことが認知症基本法の目的と言えます。 

認知症基本法では「当事者の参画」が謳われているのが特徴的です。当事者が主体とな

って認知症施策を推進すること、例えば研究開発における当事者の参画などが挙げられて

います。 

認知症の当事者が尊厳を保持しつつ希望をもって暮らすことができるために、認知症の当

事者に対する国民の理解の増進、生活におけるバリアフリー化の推進、社会参加の機会の

確保などの８つの基本的施策が制定されています。 

認知症基本法により、認知症に対する意識や取組が変わり、さらなる当事者やご家族へ

の支援の強化が期待されています。 

２.認知症基本法が施行されるまでの流れ 

2024 年の調査では日本における認知症の当事者は約 443 万人、MCI（軽度認知障

害）の当事者は約 558 万人と推計されています。 

身近な社会問題である認知症に対して、産学官そして社会全体で向き合うべく、以下の

ような流れで段階的に議論を経て、認知症基本法の法案が可決されました。 

年月 できごと 

２０１９年６月 政府が認知症施策推進大綱を策定 

２０２１年６月 「共生社会の実現に向けた認知症施策推進議員連盟」発足 

２０２３年５月 議連総会で法案が了承され国会へ提出 

２０２３年６月 「共生社会の実現を推進するための認知症基本法案」が可決・

成立 

２０２４年１月 「共生社会の実現を推進するための認知症基本法」が施行 

３．認知症施策推進基本計画とは 

認知症施策推進基本計画（以下、基本計画）は、２０２４年１２月に閣議決定され、政府の

認知症施策で最も基本的な計画として位置付けられます。 

第１期の計画期間は２０２４年１２月から２０２９年度までで、おおむね５年ごとに見直され

ます。 

この基本計画は認知症基本法の基本理念にもとづき、「新しい認知症観」に立った取組

を推進し、周囲の方などの誤解により当事者の意思が十分に尊重されず、地域で孤立しが

ちな現状の改善につなげることが狙いです。 

※新しい認知症観：認知症になったら何もできなくなるのではなく、認知症になってからも、

一人一人が個人としてできること・ やりたいことがあり、住み慣れた地域で仲間等とつなが

りながら、希望を持って自分らしく暮らし続けることができるという考え方。  
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基本計画では共生社会の実現に向け、下記の４つの重点目標が掲げられています。 

・国民一人一人が「新しい認知症観」を理解していること 

・認知症の当事者の生活において、その意思等が尊重されていること 

・認知症の当事者やご家族等が他の人々と支え合いながら、地域で安心して暮らすことが

できること 

・国民が認知症に関する新たな知見や技術を活用できること 

４．当事者の視点に立った基本的な施策 

認知症の当事者やご家族等の参画・対話をもとに、地域住民、教育関係者、企業等地域

の多様な主体が「新しい認知症観」に立ち、それぞれ自分ごととして、連携・協働して施策に

取り組むことが期待されています。 

例えば、誰でも科学的知見に基づく認知症の対策が行えることや、認知症や MCI（軽度

認知障害）の当時者がどこに暮らしていても、早期に必要な対応につながることのできる環

境の整備が推進されます。 

今後、基本計画が各都道府県や自治体の実情に応じた施策に反映され、具体的な目標

や達成時期を定め、その達成状況を調査して、施策の効果が評価されます。 

５．まとめ｜認知症基本法の今日までの歩みと認知症施策推進基本計画について 

認知症基本法に紐づく新たな基本計画は、認知症の人が尊厳を保持しつつ希望を持っ

て暮らせる共生社会の実現を目指すものです。 

認知症になっても、希望を持って暮らしていけるという「新しい認知症観」に基づいて、認

知症の人と家族等の参画を得ながら、医療・介護・予防・共生等の施策を総合的に推進す

ることを定めています。 

今後、この基本計画が各都道府県や自治体の実情に応じ、当事者の声を踏まえた認知

症施策に反映されていきます。 
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国立社会保障・人口問題研究所の令和５年推計による本市の将来人口では、２０２５年に「団

塊の世代」が７５歳以上になる「２０２５年問題」については、実際にその動向が見られていま

すが、「団塊の世代ジュニア」が６５歳以上になる「２０４０年問題」については、推計人口はむ

しろ減少していっています。 

これは、その年代が若いうちに進学や就職によって転出してしまっていることがその要因とし

て考えられます。 

2040 2025 ◁  ▷
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